
総合評価競争入札に係る提出様式一覧
	提出書類
	様式等
	提出者

	
	
	代表者
	構成員

	入札参加資格確認申請書
	第１号
	○
	－

	施工実績調書
	第２号
	○
	－

	配置予定技術者の資格調書
	第３号
	○
	○

	総合評定値通知書の写し
	関係書類
	○
	－

	建設業許可通知書の写し
	関係書類
	○
	○

	競争入札参加資格審査結果通知書の写し
	関係書類
	○
	○

	共同企業体構成員候補者名簿登録希望申請書
	第４号
	－
	○

	パスワード照会・回答書
	第５号
	○
	○

	工事内容質問書
	第６号
	△
	－

	入札参加資格適合・非適合通知書
	第７号
	
	

	共同企業体構成員候補者資格適合・非適合通知書
	第８号
	
	

	非適合理由説明申出書
	第９号
	△
	△

	技術提案資料の提出について
	第１０号
	○
	－

	技術提案資料提出一覧表
	第１１号
	○
	－

	技術提案資料１「来庁者や職員の安全確保及び利便性向上に資する提案」
	第１２号
	○
	－

	技術提案資料２「周辺住民の住環境や周辺道路の交通環境への配慮に関する提案」
	第１３号
	○
	－

	技術提案資料３「ＺＥＢ Ready庁舎の実現に向けた品質確保や効率的な維持管理・運用に資する提案」
	第１４号
	○
	－

	技術提案資料４「市内業者（建設関係）の活用に関する提案」
	第１５号
	○
	－

	技術提案資料５「市内業者（建設関係以外）の活用に関する提案」
	第１６号
	○
	－

	技術提案資料６「工事状況に関する効果的な情報発信についての提案」
	第１７号
（建築のみ）
	○
	－

	施工実績調書
	第１８号
	○
	－

	配置予定技術者の資格・工事経験調書
	第１９号
	○
	－

	共同企業体入札参加資格確認申請書
	第２０号
	落札
候補者
	－

	共同企業体協定書　　　※提出は「写し」
	第２１号
	
	－

	委任状
	第２２号
	
	－

	使用印鑑届
	第２３号
	
	－


※「○」は必ず提出を要する書類、「△」は必要に応じて提出が必要な書類
※様式第７号及び第８号は、市から申請者に通知する書類

様式第１号
入札参加資格確認申請書
年　　月　　日　
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
申請者　　住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付けで入札公告のあった次の工事に係る条件付一般競争入札に参加したいので、競争入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
　なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項及び第２項の規定に該当しない者であること及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。
	工事番号
	第　　　　　号

	工 事 名
	


記
１　施工実績調書（様式第２号）
２　配置予定技術者の資格調書（様式第３号）
３　監理技術者講習を受講した者であることを証する書面
４　総合評定値通知書の写し
５　建設業許可通知書の写し
６　競争入札参加資格審査結果通知書の写し
　（その他必要な添付資料）
注　１　申請書等の日付は提出期日とし、記入の上提出すること。
２　設計図書のパスワードの照会をしないものは申請書の受付はしない。
３　提出部数は１部とする。
４　上記の提出書類のうち、本工事について不必要なものは抹消すること。
	【連絡先】
担当者
	所属
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


様式第２号
施 工 実 績 調 書
会社名
	工 事 名
	

	発注者名
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	工　　期
	　　　　年　　月　　日　　～　　　　　　年　　月　　日

	受注形態
	単体　　／　　共同企業体（出資比率　　　％）

	規模・寸法
	

	構造形式等
	


注　１　この調書は、工事の施工実績を記載すること。
　　２　施工場所は、都道府県名及び市町村名を記載すること。
　　３　受注形態は、該当しないものを抹消すること。
　　４　公告において明示した対象工事の施工実績について、的確に判断できる具体的項目を
記載すること。
　　５　当該工事に係る建設工事発注証明書（別紙）を添付すること。（建設工事発注証明書が添付
できない場合は、当該工事の受注形態等が判断できる資料を添付すること。）
別紙
建設工事発注証明書
年　　月　　日　
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
申請者　　住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
	工 事 名
	

	施工場所
	

	契約金額
	

	工　　期
	　　　　年　　月　　日　　～　　　　　　年　　月　　日

	受注形態
	単体　　／　　共同企業体（出資比率　　　％）

	規模・寸法
	

	構造形式等
	


注　１　施工場所は、都道府県名及び市町村名を記載すること。
２　受注形態は、該当しないものを抹消すること。
３　公告において明示した対象工事の施工実績について、的確に判断できる具体的項目を記載すること。
上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　　　年　　月　　日
発注者　　住所
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式第３号
配置予定技術者の資格調書
会社名
	区　分
	監理技術者　　　・　　　主任技術者　　　※該当するものに○

	配置予定者の氏名
	

	所属・役職
	
	雇用期間
	か月　

	技術者資格名
	

	資格者証交付年月日
	

	資格者証交付番号
	

	監理技術者講習
	講習終了年月日


注　１　技術者は当該会社との間で、入札日までに３箇月以上の雇用関係を有すること。
　　２　監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し（両面）を添付すること。
　　３　監理技術者資格者が講習修了証を別途保有している場合は、その写しも添付すること。
様式第４号
共同企業体構成員候補者名簿登録希望申請書
年　　月　　日　
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
申請者　　住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付けで入札公告のあった次の工事に係る条件付一般競争入札に共同企業体構成員候補者として登録を希望したいので、競争入札参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
　　なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項及び第２項の規定に該当しない者であること及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。
	工事番号
	第　　　　　号

	工 事 名
	


記
１　配置予定技術者の資格調書（様式第３号）
２　建設業許可通知書の写し
３　競争入札参加資格審査結果通知書の写し
（その他必要な添付資料）
注　１　申請書等の日付は提出期日とし、記入の上提出すること。
２　設計図書のパスワードの照会をしないものは申請書の受付はしない。
３　提出部数は１部とする。
４　上記の提出書類のうち、本工事について不必要なものは抹消すること。
様式第５号
パスワード照会・回答書
　　　　年　　月　　日　　
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
申請者　　住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
年　　　月　　　日付けで入札公告のあった下記工事に係る条件付一般競争入札に参加したいので、設計図書等の閲覧に必要となるパスワードを照会します。
記
	工事番号
	

	工 事 名
	


照会のありました上記工事について、設計図書等の閲覧に必要となるパスワードは、次のとおりです。
	パスワード
	


宇部市　総務財務部契約課　
様式第６号
工事内容質問書
年　　月　　日　
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
申請者　　住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
	工事名
	

	工事場所
	

	工事担当課
	

	質　問　事　項

	


注　図面等が必要な場合は、添付すること。
質問書は、宇部市都市整備部営繕課のアドレス（eizenka@city.ube.yamaguchi.jp）へのメールによる提出に限り受付ける。（受付期間は入札公告に示す。）
様式第７号
宇　　契　　第　　　　　　　　号
年（    年）　　月　　日
適　合
入札参加資格　　　　　　　　　通知書
非適合
　　　　　　　　　　　　　　　　　殿
宇部市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで公告した下記工事に係る入札参加資格について、下記のとおり通知します。
記
	工 事 名
	

	工事場所
	

	入札参加資格の
確認結果
	適　　　合　　　・　　　非　適　合

	
	入札参加資格
非適合の理由
	


注　入札参加資格がないと通知された方は、その理由について説明を求めることができます。
　この場合は、　　　　年　　月　　日　　時　　分までに非適合理由説明申出書（様式第９号）を契約課へ提出してください。
様式第８号
宇　　契　　第　　　　　　　　号
年（    年）　　月　　日
適　合
共同企業体構成員候補者資格　　　　　　　　　通知書
非適合
　　　　　　　　　　　　　　　　　殿
宇部市長　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日付けで公告した下記工事に係る共同企業体構成員候補者資格について、下記のとおり通知します。
記
	工 事 名
	

	工事場所
	

	共同企業体構成員候補者資格の
確認結果
	適　　　合　　　・　　　非　適　合

	
	非適合の理由
	


注　資格がないと通知された方は、その理由について説明を求めることができます。
　この場合は、　　　　年　　月　　日　　時　　分までに非適合理由説明申出書（様式第９号）を契約課へ提出してください。
様式第９号
非適合理由説明申出書
　　　　年　　月　　日　　
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
申請者　　住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　年　　月　　日付け宇契第　　　号で通知のあった下記の工事に係る入札参加資格又は共同企業体構成員候補者資格の非適合理由の説明を申し出ます。
記
１　工 事 名
２　工事場所
注　提出部数は１部とする。
様式第１０号（提出表紙）
年　　月　　日
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
技術提案資料の提出について
　　　　　年　　月　　日付けで公告のありました下記工事の総合評価に係る技術提案資料について、書類を添えて提出いたします。なお、添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
記
１　工 事 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	【連絡先】
担当者
	所属
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	

	
	
	受付印
	整理番号

	
	
	
	


様式第１１号
	整理番号

	


　　　　技術提案資料提出一覧表
工　 事　 名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	評価項目
	区分
	提出書類
	提出枚数

	(1)
提案項目
	①技術提案
	工事期間中の安全対策、周辺環境への配慮に係る提案
	来庁者や職員の安全確保及び利便性向上に資する提案
	
	様式第１２号
「技術提案資料１」
	枚

	
	
	
	周辺住民の住環境や周辺道路の交通環境への配慮に関する提案
	
	様式第１３号
「技術提案資料２」
	枚

	
	
	ＺＥＢ　Ｒｅａｄｙ庁舎を実現するための工夫に係る提案
	
	様式第１４号
「技術提案資料３」
	枚

	
	②地域貢献・市民への情報発信
	市内業者(建設関係事業者以外も含む）の活用に関する提案
	市内業者(建設関係)の活用に関する提案
	
	様式第１５号
「技術提案資料４」
	枚

	
	
	
	市内業者(建設関係以外)の活用に関する提案
	
	様式第１６号
「技術提案資料５」
	枚

	
	
	工事状況に関する情報発信に
係る提案
	
	様式第１７号
「技術提案資料６」
	枚

	(2)
基礎項目
	①企業の技術的能力
	過去８年間の施工実績の有無
	
	様式第１８号
「施工実績調書」
	枚

	
	②配置技術者の技術的能力
	監理(主任)技術者の保有する資格
	資 格
( 有 ・ 無 )
	様式第１９号
「配置予定技術者の資格・工事経験調書」
	枚

	
	
	過去８年間の監理(主任)技術者の施工経験の有無
	実 績
( 有 ・ 無 )
	
	


※ 工事名、商号又は名称を記入の上、区分の欄については、該当するものを○で囲むこと。
様式第１２号
	整理番号

	


　　　　技術提案資料１
	「工事期間中の安全対策、周辺環境への配慮に係る提案」
　テーマ①　来庁者や職員の安全確保及び利便性向上に資する提案

	※本様式（Ａ４判）１枚（片面）にまとめてください。ただし、建築主体工事にあってはＡ４判２枚（片面）又はＡ３判1枚（片面）まで使用可能とします。
※仮設計画を提案する場合は、必要に応じて「説明図」（Ａ３判１枚（片面）まで）を別途添付できることとします。
※文字サイズは、１０．５ポイント以上とします。
（表・図中の文字は除く）



（注）提出者を特定することができる内容（具体的な社名等）は記載しないでください。
	整理番号

	


様式第１３号
技術提案資料２
	「工事期間中の安全対策、周辺環境への配慮に係る提案」
　テーマ②　周辺住民の住環境や周辺道路の交通環境への配慮に関する提案

	※本様式（Ａ４判）１枚（片面）にまとめてください。ただし、建築主体工事にあってはＡ４判２枚（片面）又はＡ３判1枚（片面）まで使用可能とします。
※仮設計画を提案する場合は、必要に応じて「説明図」（Ａ３判１枚（片面）まで）を別途添付できることとします。
※文字サイズは、１０．５ポイント以上とします。
（表・図中の文字は除く）



（注）提出者を特定することができる内容（具体的な社名等）は記載しないでください。
	整理番号

	


様式第１４号
技術提案資料３
	「ZEB Ready庁舎を実現するための工夫に係る提案」
　テーマ　ZEB Ready庁舎の実現に向けた品質確保や効率的な維持管理・運用に資する提案

	※本様式（Ａ４判）により、１提案につき１枚（片面）にまとめてください。
※最大３提案までとします。
※文字サイズは、１０．５ポイント以上とします。
（表・図中の文字は除く）



（注）提出者を特定することができる内容（具体的な社名等）は記載しないでください。
	整理番号

	


様式第１５号
技術提案資料４
	「市内業者の活用に関する提案」
　テーマ①　市内業者（建設関係）の活用に関する提案

	
	

	ａ．ＪＶ構成員（市内業者）の合計出資比率
	

	項　　　目
	ＪＶ構成員数により、どちらかに記入

	
	３者ＪＶの場合
	４者ＪＶの場合

	第２構成員の出資比率（％）
	
	

	第３構成員の出資比率（％）
	
	

	第４構成員の出資比率（％）
	
	

	合　計　　(％)
	
	

	
	
	

	ｂ．請負代金相当額に占める市内業者活用額の割合

	市内業者活用額(提案額)／請負代金相当額＊100（％）
	


※市内業者とは、宇部市内に本店を有するものをいう。
※市内業者活用額とは、以下の「ア」及び「イ」の合計額とする。
ア．市内業者に対する下請発注金額：施工体制台帳に記載する全ての下請契約を対象とするが、市内業者同士が重層関係にあるものは、上位層の発注金額を計上数値とし、下位層の発注金額を２重計上しないものとする。
イ．市内業者に対する資材発注額：受注者が市内業者に直接発注する資材のみの合計額とする。
【参考　下請発注金額の算出方法】　　下図の場合、下請活用額は、「ａ＋ｂ＋ｃ＋ｅ＋ｆ＋ｉ」
 SHAPE  \* MERGEFORMAT 



	整理番号

	


様式第１６号
技術提案資料５
	「市内業者の活用に関する提案」
　テーマ②　市内業者（建設関係以外）の活用に関する提案

	※本様式（Ａ４判）１枚（片面）にまとめてください。
※文字サイズは、１０．５ポイント以上とします。
（表・図中の文字は除く）



（注）提出者を特定することができる内容（具体的な社名等）は記載しないでください。
	整理番号

	


様式第１７号
技術提案資料６
	「工事状況に関する情報発信に係る提案」
　テーマ　工事状況に関する効果的な情報発信についての提案

	※本様式（Ａ４判）１枚（片面）にまとめてください。
※文字サイズは、１０．５ポイント以上とします。
（表・図中の文字は除く）



（注）提出者を特定することができる内容（具体的な社名等）は記載しないでください。
様式第１８号
	整理番号

	


　　　　施 工 実 績 調 書
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	評価の対象となる工事の種別
※該当に☑又は■
	□　（1）免震構造の庁舎（延べ面積15,000㎡以上）
□　（2）免震構造の庁舎（延べ面積 8,000㎡以上）
□　（3）免震構造の事務所等（延べ面積15,000㎡以上）
□　（4）免震構造の事務所等（延べ面積 8,000㎡以上）
※代表的な１件のみ、記載すること。
（該当工事が複数ある場合は評価点が高いものを優先して記載すること。）

	
	工 事 名
	

	
	
	コリンズ登録番号（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工　　期
	　　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　年　　　月　　　日

	
	受注形態
	単体　　　　・　　　　ＪＶ

	
	構造・階数
	

	
	延べ面積
	

	
	建物用途
等
	

	添付資料の
添付箇所
	本様式
	・
	入札参加申請書様式第２号

	※評価対象は、平成23年4月1日から公告日までに完成し、引渡しが完了した以下の工事に係る該当する業種の工事とする。（建築主体工事の場合は「建築一式工事」とする。同様に電気設備工事は「電気工事」、機械設備工事は「管工事」とする。）

	（1）免震構造の庁舎(延べ面積15,000㎡以上)の新築工事
（2）免震構造の庁舎(延べ面積 8,000㎡以上)の新築工事
（3）免震構造の事務所等(延べ面積15,000㎡以上)の新築工事
（4）免震構造の事務所等(延べ面積 8,000㎡以上)の新築工事
	【評価点】
(３点)
(２点)
(１点)
 (0.5点)
	

	※記載については、「宇部市新庁舎１期棟新築工事標準型総合評価競争入札方式事務処理実施要領」の「４　評価項目の設定及び評価の際の留意事項等」における留意事項によること。
※記載した工事のコリンズ登録の写し等、施工実績が確認できる書類を添付すること。ただし、様式第２号の添付資料で、当該施工実績が確認できる場合は、添付を省略することができる。なお、「添付資料の添付箇所」の欄については該当するものを○で囲むこと。
※「構造・階数」の欄には、耐震形式についても記載すること。


様式第１９号
	整理番号

	


配置予定技術者の資格・工事経験調書
工事名　　　　宇部市新庁舎１期棟新築（　　　　）工事　　　
	監理技術者　　　・　　　主任技術者
	※該当するものに○をつけること

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふりがな),氏　　名)　
	生年月日　　　　年　　月　　日（　　歳）

	所属・役職　
	雇用期間　　　（　　　　　　か月）

	保有資格
	※建築主体工事のみ、下記資格の有無について記載すること。

	
	免震部建築施工管理技術者資格
	有 　・　 無
	※「有」の場合、登録証の写しを添付すること。

	
	
	
	登録番号
	（　　　　　　　　　 　　　　）

	
	
	
	有効期限
	（　　　　　年　　月　　日）

	

	【同種又は類似工事の施工経験の有無】
	有　　・　　無

	工　事　概　要
	※代表的な１件のみ、記載すること。
（複数の経験がある場合は評価点が高いものを優先して記載すること。）

	
	工 事 名
	

	
	発注者名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	
	受注形態
	単体　　・　　ＪＶ

	
	工　　期
	　　　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　年　　　月　　　日

	
	従事役職
	監理技術者　・　主任技術者
	従事期間
	

	
	構造・階数
	

	
	延べ面積
	

	
	建物用途
等
	

	※評価対象は、平成23年4月1日から公告日までに完成し、引渡しが完了した以下の工事に係る該当する業種の工事（建築主体⇒建築一式工事、電気設備⇒電気工事、機械設備⇒管工事）において監理（主任）技術者として従事した経験とする。

	（1）庁舎(延べ面積15,000㎡以上)の新築工事
（2）庁舎(延べ面積 8,000㎡以上)の新築工事
（3）事務所等(延べ面積15,000㎡以上)の新築工事
（4）事務所等(延べ面積 8,000㎡以上)の新築工事
	建築
(２点)
(1.5点)
(１点)
 (0.5点)
	電気・機械
(３点)
(２点)
(１点)
 (0.5点)
	

	※記載については、「宇部市新庁舎１期棟新築工事標準型総合評価競争入札方式事務処理実施要領」の「４　評価項目の設定及び評価の際の留意事項等」における留意事項によること。
※記載した工事のコリンズ登録の写し等、配置予定技術者が当該施工に従事していたことが確認できる書類を添付すること。


様式第２０号
共同企業体入札参加資格確認申請書
年　　月　　日　
　宇部市長　　　　　　　　　　　　様
申請者（共同企業体の代表者）
住　　　　所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　下記の共同企業体について、貴市所管に係る次の工事の競争入札参加資格確認のため、関係書類を添えて申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
	工事番号
	第　　　　　号

	工 事 名
	


記
	共同企業体の名称
	

	構　成　員
	商号又は名称及び
代表者職氏名
	許可を受けて
いる建設業
	許可番号
	許可年月日

	
	（代表者）
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　１　申請書の日付は提出期日とし、記入の上提出すること。
２　共同企業体の名称は、可能な限り簡素なものとすること。
３　提出部数は１部とする。
様式第２１号
         　　　    　　　　 共同企業体協定書
（目的）
第１条  当共同企業体は、次の建設事業を共同連帯して営むことを目的とする。
一  宇部市発注に係る     　　　　　　　　　　　　　                             （当該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下、単に「工事」という。）の請負
二  前号に附帯する事業
（名称）
第２条  当共同企業体は、                            　　　　　　    共同企業体（以下「企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条  当企業体は、事務所を  　　　　　                                    に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条  当企業体は、　　    年    月    日に成立し、工事の完成後３か月を経過するまでの間は、解散することができない。
２  工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）
第５条  当企業体の構成員は、次のとおりとする。
（代表者の名称）
第６条  当企業体は、                                     　　　　　 を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条  当企業体の代表者は、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で工事に係る契約の締結、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合）
第８条  各構成員の出資の割合は次のとおりとする。ただし、当該工事について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
２  金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上、構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条  当企業体は、構成員会員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、工事の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、工事の請負契約の履行及び下請契約その他の工事の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第１１条　当企業体の取引金融機関は、 　　                              　   とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１２条　当企業体は、工事完成後当該工事について決算するものとする。
（利益金の配当の割合）
第１３条　決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員の利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担の割合）
第１４条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１５条  本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
（工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条  構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が工事を完成する日までの間は、脱退することができない。
２  構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存する構成員が工事を完成する。
３  第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４  脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５  決算の結果、利益を生じた場合は、脱退した構成員には利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第１６条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（工事途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第１７条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、第１６条第２項から第５項までを準用するものとする。
（代表者の変更）
第１７条の２　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
（解散後のかし担保責任）
第１８条　当企業体が解散した後においても、当該工事につきかしがあったときは各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 外 　 社は、上記のとおり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　共同企業体協定を締結したので、その
証としてこの協定書    通を作成し、構成員が記名押印の上、各自１通を保有するものとする。
    　　    年    月    日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式第２２号
委任状
  私儀、　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　                             　　      を以て代理人と定め、下記の権限を委任する。
記
１  宇部市が発注する　　　　　　　　　　　                                    に係る契約の締結、発注者及び監督官庁と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限
２  復代理人の選任に関する権限
      　　    年    月    日
共同企業体の名称
  構成員の 　 住　　　　所
            　商号又は名称
            　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式第２３号
使用印鑑届
	


    共同企業体の代表者　　　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
            の
　　　　　　　 
    使      用      印
  上記の印鑑は、契約の締結並びに請負代金の請求及び受領のために使用したいからお届けします。
    　　    年    月    日
          共同企業体の代表者
            住　　　　所
            商号又は名称
            代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
市内業者　ａ円





市内業者　ｂ円





市外業者








市外業者








市内業者　ｃ円





市外業者





市外業者





市内業者　ｄ円★





市内業者　ｅ円





市内業者　ｆ円





市外業者








市内業者　ｈ円★





市内業者　ｇ円★





市外業者





市外業者








市内業者　ｉ円





ＪＶ





市外業者








【１次下請】





【２次下請】





【３次下請】





ａ＋ｂ＋ｃ





ｅ＋ｆ


（ ｄ は含まない）





ｉ


（ ｇ・ｈ は含まない）





★同一工種間の下位層の受注高は２重計上しないものとする。








- 39 -

